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１．失業率は 4.0％で横ばい 

雇用統計 07 年 10 月～厳しさを増す中小企業の雇用情勢 
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総務省が 11 月 30 日に公表した労働力

いの 4.0％となった（ロイター事前予

想：4.0％、当社予想は 3.9％）。前月に

伸びが大きく鈍化した雇用者数は前年比

0.4％（8月：同 1.1％、9月：0.2％）と

伸びが若干高まったが、自営業主・家族

従業者の減少幅が拡大したため、就業者

数が前年比▲0.2％（9 月：同▲0.1％）

と 2ヵ月連続で減少した。 

失業者は前年に比べ 10 万

調査によると、10 月の完全失業率は前月から横ば

人の減少と

な

用者数の内訳を従業員規模別に見ると、500 人以上の大企業では大幅な増加が続き、100
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（％）完全失業率と失業者増減の内訳（前年差、万人）

（注）非自発的離職は定年等と勤め先都合

（資料）総務省統計局「労働力調査」

完全失業率（右目盛）

（年・月）

失業者計

った（9月：11 万人減）。失業者の内訳を求職理由別に見ると、自己都合が 103 万人と前

年に比べ 6万人の減少、非自発的離職者が 90 万人と前年に比べ 1万人の増加、その他が 60

万人と前年に比べ 5 万人の減少となった。非自発的離職の中でも、特に勤め先都合による

失業者が 3万人増となったことは、懸念すべき内容と言える。 

 

雇

499 人の企業でも 2 ヵ月ぶりに増加と

なったが、99 人以下の企業では減少が続

いており、特に 29 人以下の中小企業では

減少幅が大きくなっている。収益環境の

悪化などから、中小企業の雇用情勢は厳

しさを増している。なお、500 人以上の

雇用増加幅が拡大し、逆に官公が大幅に

減少しているのは、10 月からの日本郵政

公社の民営・分社化に伴うものである。 
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(年・月）（資料）総務省統計局「労働力調査」
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２．非正規雇用比率は 3 四半期ぶりに低下 

正社員

（

）は 33.3％と前年に比べ 0.1 ポイントの低下とな

省の毎月勤労

統

月の有効求人倍率は

倍、当社予想は

1.

求人に対して、

派

る

07 年 10 月分と同時に公表された、07 年 7-9 月期の労働力調査詳細結果によると、

正規の職員・従業員）は 3471 万人と前年に比べて 63 万人の増加となり、4-6 月期の 29

万人増から増加幅が拡大した。非正社員（非正規の職員・従業員）は 1736 万人と前年に比

べ 29 万人の増加となり、4-6 月期の 84 万人増から増加幅が縮小した。非正規雇用比率は（役

員を除く雇用者に占める非正社員の割合

り、3四半期ぶりに低下した。 

非正社員の中では、特にパートタイ

ム労働者の増加幅縮小（4-6 月期：53

万人増→7-9 月期：18 万人増）が目立

った。ただし、厚生労働

計では、パートタイム労働者比率は

上昇傾向にあるため、雇用の非正規化

の動きに歯止めがかかったと判断する

のは早計だろう。 

 

３．有効求人倍率は大きく低下 
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(資料）総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」 (年・四半期）

雇用者（役員を除く）

厚生労働省が 11 月 30 日に公表した一般職業紹介状況によると、10

前月から 0.03 ポイント低下し 1.02 倍となった（ロイター事前予想：1.05

03 倍）。有効求人数は前年比▲6.5％（9月：同▲8.0％）と前年比のマイナス幅は縮小し

たが、前月比では▲2.3％（9月：同▲1.6％）とマイナス幅が拡大した。 

有効求人数は、水増し求人に対する各地労働局による適正化推進による影響で、昨年夏

場以降、減少が続いてきたが、厚生労働省は 9/28 に派遣、請負事業者からの

遣先の就業場所、労働条件などの確認を徹

底するようハローワークに指示を出した。 

このため、派遣、請負業者からの求人がさ

らに減少し、有効求人倍率は低下傾向が続く

可能性もあるが、これは必ずしも労働需給の

実態を反映していないことには注意を要す
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。 
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